
[医療局]  ８ 款 １ 項 １ 目 （単位：千円）

事業費 市債+一財 事業費 市債+一財 事業費 市債+一財

1 医療総務諸費 4,701 3,370 3,719 2,588 982 782

2 職員人件費 3,873,921 3,873,921 3,833,015 3,833,015 40,906 40,906

3
行政医師（公衆衛生医
師）確保・育成事業

26,008 25,788 26,483 26,428 △ 475 △ 640

4 健康対策事業 3,827 3,827 3,990 3,990 △ 163 △ 163

6 医療政策推進事業 44,216 44,214 31,311 31,311 12,905 12,903 ○

8
医療ビッグデータ活用
事業

39,116 39,086 54,872 54,842 △ 15,756 △ 15,756

9
旧市民病院跡地整備事
業

2,050 733 33,000 0 △ 30,950 733

計 3,993,839 3,990,939 3,986,390 3,952,174 7,449 38,765

事　業　計　画　書　目　次
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款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 1

医療総務諸費

8 99 99

事業名称

歳出予算科目

4,701令和7年度 1,331 0 3,3700 0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

3,719

982

0

 0 0

0

 0

2,588

 782

16,191 4,032

0

3,783 3,783 0

0

13,623

4,333

3,274

1,694

0

0 0 0

1,131

 200

日常の庶務事務作業を一年を通して、円滑に執行するとともに、課題に適応した研修の企画、実施及び各種研修機関等への派遣を行い
、局事業の円滑な推進に寄与する。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

実績

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

実績

（1）市会委員会、同視察等
（2）人権啓発研修
（3）その他庶務事務

事業目的

背景・課題

横浜市職員人権啓発研修推進要綱、助役依命通達（平成２年11月１日）根拠法令・方針決裁等

令和５年度実績等

根拠・データ等

(1) 市会委員会、同視察等 不定期
(2) 人権啓発研修 通年
(3) その他庶務事務 通年

事業スケジュール

平成28年度事業開始年度

1
6年度7年度

その他事業

細事業(事業内訳）

1 169 150 19 機構改革による増

人権啓発研修
2 153 153 0

総務諸費
3 4,379 3,416 963 YCAN個別調達端末購入による増

4,701 3,719 982

1総務課医療局

一般会計

佐藤 亜希子 平原 雄 岩崎 智子
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款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 1

職員人件費

8 99 99

事業名称

歳出予算科目

3,873,921令和7年度 0 0 3,873,9210 0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

3,833,015

40,906

0

 0 0

0

 0

3,833,015

 40,906

766,489 797,945

3,352,517

0 0 0

0

766,489

766,599

766,599

797,945

3,352,517

0 0 0

0

 0

医療局職員に係る人件費
・常勤一般職員 620人
・再任用職員

事業概要
（アクティビティ）

常勤職員 2人
短時間勤務職員 8人

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

実績

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

実績

事業目的

背景・課題

根拠法令・方針決裁等

根拠・データ等

事業スケジュール

事業開始年度

1
6年度7年度

職員人件費
細事業(事業内訳） 1 3,873,921 3,833,015 40,906

3,873,921 3,833,015 40,906

総務課医療局

一般会計

佐藤 亜希子 平原 雄 岩崎 智子
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款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 1

行政医師（公衆衛生医師）確保・育成事業

8 99 99

事業名称

歳出予算科目

26,008令和7年度 220 0 25,7880 0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

26,483

▲475

0

 0 0

0

 0

26,428

 ▲640

0 960

0

26,008 26,008 26,008

0

0

0

0

905

0

26,008 26,008 26,008

55

 165

本市の保健行政を円滑に機能させるため、局及び各区福祉保健センターにおける行政医師の採用及び人材育成を推進します。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

実績

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

実績

　行政医師（公衆衛生医師）は、局及び各区福祉保健センターにおいて、本市保健行政の一環として、保健施策の企画・推進や健診業
務等に従事しています。
　行政医師は全国的にみても数が不足しているところであり、本市でも、数年に渡り欠員状態が続いており、行政医師の確保・育成は
、本市の保健行政の推進において、極めて重要かつ喫緊の課題となっています。事業目的

　本事業は、令和５年４月に機構改革により健康福祉局から移管されました。
　現在も行政医師は欠員状態であり、また、今後の定年退職等を見据え、新たな策を講じつつ、令和７年度以降も継続して実施する必
要があります。

背景・課題

地域保健法根拠法令・方針決裁等

地域保健対策の推進に関する基本的な指針(令和５年３月27日厚生労働省告示第86号)

根拠・データ等

随時 正規職員及び会計年度任用職員の募集・採用
公衆衛生行政の推進に必要な最新の医療情報や知識の取得に向けた研修や学会への派遣
将来医師となる医学部学生や研修医の実習受入、医学部のある大学との情報交換

令和７年度～　　広報の充実（HPバナー広告、デジタルサイネージ等）

事業スケジュール

令和６年度（令和５年４月に機構改革により健康福祉局から移管）事業開始年度

1
6年度7年度

行政医師（公衆衛生医師）確保

細事業(事業内訳）
1 24,310 24,166 144 給与改定による人件費の増

行政医師（公衆衛生医師）育成
2 1,698 2,317 ▲619 主となる学会の開催地変更による減

26,008 26,483 ▲475

職員課医療局

一般会計

森兼 亜紀子 真田 純 竹林 久実
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款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 1

健康対策事業

8 7 99

事業名称

歳出予算科目

3,827令和7年度 0 0 3,8270 0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

3,990

▲163

0

 0 0

0

 0

3,990

 ▲163

3,445 3,833

3,707

3 3 3

0

3,445

0

0

3,833

3,707

3 3 3

0

 0

職員に対し、安全衛生管理のための予防接種・健診・作業環境測定等を行い、所属の業務継続性の維持・向上及び職員の健康保全を図
ります。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

実績

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

実績

医療局に係わる業務の中では、感染症の疾患への対応や、作業管理を要する放射線や特定化学物質を扱うものがあります。
本業務は、こうした業務に従事する職員の健康への影響を未然に防ぎ、安全に作業に従事できるよう、法令等に定める検査等を実施し
、安全な業務運営を目指すものです。

事業目的

背景・課題

・労働基準法（昭和22年４月７日）根拠法令・方針決裁等
・労働安全衛生法（昭和47年６月８日）
・電離放射線障害防止規則（昭和47年9月30日労働省令第39号）
・特定化学物質障害予防規則（昭和47年9月30日労働省令第39号）
・有機溶剤中毒予防規則（昭和47年9月30日労働省令第36号）

＜感染症予防対策事業＞
破傷風予防接種：5年度9人、6年度11人（見込）
＜放射線業務従事者健康管理事業＞
対象職員：放射線業務に従事する職員及び管理区域に一時的に立ち入る職員（動物愛護センター、医療安全課、健康安全課）
実績推移　5年度25人、6年度21人（見込）
＜有機溶剤及び特定化学物質作業環境測定＞
対象事業所：労働安全衛生法令に規定する特定化学物質、有機溶剤を取扱っている事業所(中央卸売市場本場食品衛生検査所、食肉衛
生検査所、衛生研究所)
実績推移　5年度3事業所、6年度3事業所（見込）

根拠・データ等

＜破傷風予防接種＞秋（10月頃）：ワクチン接種1回目、冬（2月頃）：ワクチン接種2回目
＜放射線業務従事者健康管理事業＞通年（各月）：被ばく線量調査
＜有機溶剤及び特定化学物質作業環境測定＞秋：1回目測定　冬：2回目測定

事業スケジュール

昭和47年度事業開始年度

1
6年度7年度

有機溶剤及び特定化学物質作業環境測定

細事業(事業内訳）

1 ■■■■ 3,436 ■■■■ 直近実績の減少に伴う減

放射線業務従事者健康管理事業
2 ■■■■ 496 測定人数の減少

感染症予防対策事業
3 ■■■■ 58

職員課医療局

一般会計

■■■■

■■■■

4



細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 4年度

3,827 3,990 ▲163

奥江 展久 大下 健介 中川 葉月

5



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和7年度

令和 4年度

■ 新規　■ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 1

医療政策推進事業

8 17 2

事業名称

歳出予算科目

44,216令和7年度 2 0 44,2140 0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

31,311

12,905

0

 0 0

0

 0

31,311

 12,903

45,508 36,520

35,607

52,460 52,772 52,460

0

36,816

47,376

42,894

34,145

34,357

52,446 52,758 52,446

0

 2

　本市医療政策の推進を図るため、施策の企画・立案や検討・評価を行います。また、認知症やアレルギー等の疾患対策に関する調査
・情報発信等を強化します。

職員全体に様々な医療政策についての情報発信を行い、医療や保健、福祉に関する業務に携わる意向を持った職員を育てていくと同
事業概要

（アクティビティ）
時に、医療政策部門の中心的な役割を担う人材を継続的に育成します。また、医療ICTやビッグデータの活用などによりエビデンスに
基づいた施策の展開など、新たな医療政策の課題に対応できるスキルを持った人材を育成します。
　限られた医療資源を効果的に活用するため、医療に関する総合的な市民啓発や情報発信を実施します。

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

2 2 2 2 2 2 2回数
保健医療協議会開催

実績 2 3回

80808080808080

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

よこはま保健医療プ
ラン振り返りのB評
価以上の割合

81.087.6実績％

①横浜市保健医療協議会
市長の諮問機関として、横浜市の保健、医療及び生活衛生に係る施策及び当該施策の計画策定についての調査、審議及び評価に関し

て検討し、保健・医療・衛生政策の充実に資するために協議会を開催します。
②よこはま保健医療プラン

本市の保健医療分野における施策を総合的に体系付けた中期的な指針である「よこはま保健医療プラン2024（計画期間：令和６年度
から令和11年度）」を推進します。

事業目的

③医療に関する総合的な市民啓発推進
医療に関する情報は、既に医療を必要としているなど関心の高い人（顕在関心層）と、現在健康であるため関心の低い人（潜在関心

層）との差が顕著であるため、積極的な市民啓発が必要です。
④医療政策人材育成

医療政策に携わる職員の知識を深め視野を広げるため、様々な分野の講師に講演を依頼しての研修開催や医療監視への同行、外部機
関による研修等の受講、職員の大学院派遣、医療関係の資格取得支援を行います。
⑤医療政策に係る総合企画検討

市内に必要な医療機能を分析するための情報収集や疾病別医療対策の構築など、医療政策に係る総合企画の検討を進めます。
⑥疾患対策の推進

本市の総合的なアレルギー疾患対策及び認知症施策の推進に向けて、関係機関との意見交換会の開催や実態調査、市民等への情報発
信を行います。

　高齢化の進展による医療需要増加や生産年齢人口の減少が進行している2040年を見据えた最適な医療提供体制を構築するため、総合
的な保健医療政策を展開する必要があります。
　効果的な医療政策の展開に向け、裾野を広げた人材育成のほか、医療や病院経営に関する高度な専門知識が求められており、外部機
関による研修や大学院派遣等により職員の育成を図る必要があります。
　限られた資源の中で医療体制を維持するには、医療にかかる患者（市民）側にも理解と協力を求めることが不可欠です。

背景・課題

横浜市附属機関設置条例、横浜市附属機関の設置及び運営に関する要綱、横浜市保健医療協議会運営要綱、よこはま保健医療プラン20根拠法令・方針決裁等
24、医療法
人材育成ビジョン(医療政策）、医療政策を担う人材育成における職員の大学院派遣研修要綱、横浜市医療政策に関連の資格取得助成
金交付要綱

・よこはま保健医療プラン
医療法（昭和23 年法律第205 号）第30 条の４に基づく「医療計画」に準じ、本市独自に策定

・資格取得人数（令和５年８月時点）
診療情報管理士　12名、病院経営管理士　５名

・医療人材育成研修受講者数
令和２年度　98名、令和３年度　25名、令和４年度　19名、令和５年度　61名

・YCU病院経営マネジメントプログラム受講者数（令和５年８月時点）　11名
・市大大学院派遣（ヘルスデータサイエンス専攻）　１名

根拠・データ等

・平成６年度：事業開始
・平成８年度：横浜市保健医療協議会の開催（年２回程度）
・平成20年度：よこはま保健医療プラン策定
・平成25年度：資格取得支援
・平成29年度：「医療に関する総合的な市民啓発方針」策定
・平成30年度：YCU病院経営マネジメントプログラム受講支援
・令和２年度：市大大学院派遣（ヘルスデータサイエンス専攻）
・令和３年度：政策研究大学院大学短期特別研修受講支援
・令和６年度：「よこはま保健医療プラン2024」策定

事業スケジュール

平成6年度事業開始年度

2医療政策課医療局

一般会計

6



（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 4年度

1
6年度7年度

横浜市保健医療協議会

細事業(事業内訳）

1 697 697 0

よこはま保健医療プランの推進
2 600 1,150 ▲550 印刷製本費の減

医療政策人材育成
3 1,971 760 1,211 細事業統合による増

医療に関する総合的な市民啓発推進
4 3,000 24,300 ▲21,300 事業見直しによる減

医療政策に係る総合企画検討
5 3,565 3,437 128 実績による増

疾患対策の推進
6 34,383 0 34,383 疾患対策推進のための増

【削除】医療人材育成研修
7 0 31 ▲31 医療政策人材育成へ統合による減

【削除】資格取得支援
8 0 300 ▲300 医療政策人材育成へ統合による減

【削除】職員の大学院派遣
9 0 636 ▲636 医療政策人材育成へ統合による減

44,216 31,311 12,905

新堀 大吾 徳丸 朝子 品川 恵
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款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 1

医療ビッグデータ活用事業

8 17 1

事業名称

歳出予算科目

39,116令和7年度 30 0 39,0860 0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

54,872

▲15,756

0

 0 0

0

 0

54,842

 ▲15,756

15,062 38,782

19,983

31,600 31,900 31,900

0

15,062

12,960

12,960

38,752

19,983

31,600 31,900 31,900

30

 0

独自に構築したデータベースYoMDBやその他データを活用することで、市内の医療実態を把握し、効果的かつ効率的な医療政策立案・
推進に役立てることを目的とします。また、市民や医療従事者等の行動変容を後押しすることを目的に、医療局が保有するデータやオ
ープンデータなどを活用し、視覚的にわかりやすく表示するダッシュボードを構築します。

事業概要
（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

19 22 24 26 27 28 29相談件数
医療データ等の活用

実績 14 20件

2322212017155

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

各事業への医療デー
タ等活用件数

155実績件

　本事業は、独自に構築したデータベースYoMDBやその他データを活用することで、市内の医療実態を把握し、効果的かつ効率的な医
療政策立案・推進に役立てることを目的とします。また、市民や医療従事者等の行動変容を後押しすることを目的に、医療局が保有す
るデータやオープンデータなどを活用し、視覚的にわかりやすく表示するダッシュボードを構築します。

事業目的

　急速に高齢化が進行する社会においては、医療資源をこれまで以上に効果的・効率的に活用することが求められます。そのためには
、地域（横浜市）医療の実績に基づくデータを網羅的に分析・検証し、そこから将来の医療需要を予測するなど、現実に近い母集団か
ら導き出される「根拠に基づいた政策立案」（EBPM：evidence-based policy making）を行う必要があります。

背景・課題

地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律（平成26年法律第83号）根拠法令・方針決裁等
よこはま保健医療プラン2024
よこはま地域包括ケア計画

■レセプト電子化（2015年４月診療分）（電子レセプト請求の電子化普及状況等（厚生労働省））
・医科（病院）及び薬局：99.9％
・医科（診療所）：97.9％
・歯科：96.0％

■EBPMの推進（横浜市官民データ活用推進計画から抜粋）
国においては、統計等データを用いた事実・課題の把握や、政策効果の予測・測定・評価による政策の改善などにより、政府全体と

して証拠に基づく政策立案(EBPM :Evidence Based Policy Making)を進めていることから、本市においても、データ等客観的な証拠に
基づく政策立案に向けた検討として、本市や他自治体等の事例を調査・分析し、体系的に整理したうえで、その検討に適する分野や、

根拠・データ等

実施プロセスなどをまとめ、試験的施策や、事業がもたらした効果や変化を精緻に測定するインパクト評価等についても検討を進めま
す。

平成28年度　データベース構築計画
平成30年度　データベース構築。介護保険認定情報、圏域情報、レセプトと連携
令和元年　国民健康保険特定健診データと連携。共同研究の学会発表
令和2年度～3年度　共同研究論文を国際誌へ投稿
令和3年度から　各事業でのYoMDBの活用推進
令和4年度から　庁外データの活用
令和5年度から　医療データの拡充等対応
令和6年度から　庁内データの利活用、ダッシュボード構築

事業スケジュール

平成28年度事業開始年度

1
6年度7年度

医療ビッグデータ活用
細事業(事業内訳） 1 39,116 54,872 ▲15,756 YoMDB拡充費用及び仮想化プラットフォーム

利用料の減

39,116 54,872 ▲15,756

8医療政策課医療局

一般会計

舘田 智之 石渡 勝朗 玉野 一
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款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 1

旧市民病院跡地整備事業

8 17 99

事業名称

歳出予算科目

2,050令和7年度 1,317 0 7330 0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

33,000

▲30,950

16,000

 ▲16,000 0

0

 0

0

 733

0 12,000

6,710

782,983 596,864 0

0

0

0

0

12,000

6,710

149,308 113,677 0

17,000

 ▲15,683

市民病院再整備事業で所管替えにより三ツ沢公園となった旧市民病院跡地に、廃止となった野球場等を整備します。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

0 0 0 0 0 1整備数
三ツ沢公園野球場再

実績 0か所

222222222222

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

市政への満足度（満
 足している公共サ
ー ビス）について

20.6実績％
、「公園・動物園の
整備 」と回答する

「市民病院再整備事業における市民病院と三ツ沢公園の移転・整備に伴う土地利用方針」に基づき、三ツ沢公園の一部に市民病院の再
整備を行いました。これにより廃止となった野球場及び付随する施設を旧市民病院跡地に整備します。

事業目的

本事業は市民病院の再整備に起因した事業であり、もともとあった野球場の復旧と合わせて、公園区域の拡大部分の整備も併せて行う
ことから、病院経営を本務とする病院事業とは切り離して実施します。

背景・課題

・「現市民病院敷地と三ツ沢公園敷地（野球場部分）の交換による市民病院再整備に関する確認書」（平成26年３月31日）根拠法令・方針決裁等
・「市民病院再整備事業における市民病院と三ツ沢公園の移転・整備に伴う土地利用方針について」（平成27年11月30日決裁　文書番
号病市再第51号）
・「市民病院再整備事業における市民病院と三ツ沢公園の移転・整備に伴う土地利用方針の一部変更について」（令和４年１月31日決
裁　文書番号病病第385号）

見積書、契約書等

根拠・データ等

令和５～６年度　実施設計
令和７～９年度　建設工事
令和10年度　　　開場

事業スケジュール

令和5年度事業開始年度

1
6年度7年度

旧市民病院跡地整備事業
細事業(事業内訳） 1 2,050 33,000 ▲30,950 工事着手時期の延期

2,050 33,000 ▲30,950

34病院経営課医療局

一般会計

二見 弘樹 小林 一郎 贄川 朋香
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